
広報　常陸大宮　　　　平成２３年９月号８

平成22年度常陸大宮市人事行政の運営等の状況の公表年度常陸大宮市人事行政の運営等の状況の公表平成22年度常陸大宮市人事行政の運営等の状況の公表年度常陸大宮市人事行政の運営等の状況の公表平成22年度常陸大宮市人事行政の運営等の状況の公表

　常陸大宮市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年常陸大宮市条例第２号）第６条の規定に基
づき、平成２２年度の人事行政の運営等の状況について、次のとおり公表します。

（４）主な職員手当の状況（平成２２年度）

（３）経験年数別平均給料月額の状況

２０年以上２５年未満１５年以上２０年未満１０年以上１５年未満区　　　分
３５０，７００円３０７，８００円２７２，８００円大学卒

一般行政職 ３１６，４００円２９４，６００円２６５，４００円短大卒
３１４，３００円２７９，５００円２４０，０００円高校卒

職員の給与の状況（平成23年４月１日現在）
（１）平均給料月額、平均年齢の状況
２

平均年齢平均給料月額区　分
４５．８歳３４３，４００円一般行政職
４９．９歳２９９，５００円技能労務職

（２）初任給の状況

高校卒短大卒大学卒区　分
１４０，１００円１５２，８００円１７２，２００円一般行政職
１５８，１００円１７５，４００円１９７，２００円消　防　職
１３７，２００円－－技能労務職

（２）採用者及び退職者数の状況 （単位：人）

H２２．４．１～H２３．３．３１退職H２２．４．１～H２３．３．３１採用
区　分

合計その他（自己都合、死亡等）勧奨定年合計短大・高校卒大学卒
１７０３１４５３２一般行政職
１００１３１２医 療 職
１０１０４４０消 防 職
０００００００技能労務職
１９０４１５１２８４合　　計

職員の任免及び職員数に関する状況
（１）職種別職員数の状況 （単位：人）

１

増減H２３．４．１現在H２２．４．１現在区　　分
▲７４２２４２９一 般 行 政 職
１２４２３医 療 職（注１）

▲１７６７７消 防 職
▲２２８３０技 能 労 務 職 （注２）
▲９５５０５５９合　　計

（注１）　医師、栄養士、保健師、看
護師等をいいます。

（注２）　単純な労務に雇用される職
員で、自動車運転手、技術
員、調理手等をいいます。

支　　　給　　　額　　　等手 当 名
扶養親族を有する職員に支給

配偶者　　　　１３，０００円／月　　　配偶者以外　　　６，５００円／月
扶養親族である満１６歳から満２２歳の年度末までの者は５，０００円加算

扶 養 手 当

借家等に居住し家賃を支払っている職員に支給
借家・借間、家賃の額に応じて２７，０００円を限度に支給（家賃１２，０００円を超える場合に限る）住 居 手 当

通勤距離が２km以上の職員に支給　１kmにつき６００円（限度額２４，５００円）通 勤 手 当
正規の勤務時間を超えて勤務した職員に支給
　勤務日における時間外勤務１時間につき　　当該職員の時間単価　×　１．２５
　週休日における時間外勤務１時間につき　　当該職員の時間単価　×　１．３５
午後１０時から翌日の午前５時までの勤務の場合は、それぞれ０．２５加算

時 間 外
勤 務 手 当

著しく危険、不快、不健康または困難な勤務その他著しく特殊な勤務で、給与上特別の考慮を必要とす
る職員に支給
・代表的な手当の例
　①市税等滞納差押業務手当　　１回　３００円　　②感染症防疫作業手当　　　１回　２９０円
　③救急業務出場特殊勤務手当　（救急救命士）　１回　５１０円　（一般隊員）　１回　３００円

特 殊
勤 務 手 当
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基準日（６月１日、１２月１日）に在職する職員に支給
６月期　期末手当基礎額　×　１．２５月分　　　１２月期　期末手当基礎額　×　１．３５月分
　※期末手当基礎額　　給料月額　＋　扶養手当　＋　役職加算額
　　（役職加算額は、給料月額に役職に応じて５～１５％を加算した額）

期 末 手 当

基準日（６月１日、１２月１日）に在職する職員に支給
６月期　勤勉手当基礎額　×　０．７月分　　　１２月期　期末手当基礎額　×　０．６５月分
　※勤勉手当基礎額　　給料月額　＋　役職加算額
　　（役職加算額は、給料月額に役職に応じて５～１５％を加算した額）

勤 勉 手 当

宿日直勤務をした職員に支給　勤務１回につき　４，２００円宿日直手当
勧奨・定年自己都合支　給　率

退 職 手 当

３０．５５月分２３．５月分勤 続 ２ ０ 年
４１．３４月分３３．５月分勤 続 ２ ５ 年
５９．２８月分４７．５月分勤 続 ３ ５ 年
５９．２８月分５９．２８月分最 高 支 給 率

定年前早期退職特例措置（５０～５９歳対象２～２０％加算）その他の加算措置

特別休暇の主なもの

期　　　　間理　　　　由

妊娠の期間中７日を超えない範囲妊娠中の女子職員が妊娠嘔吐（つわり）のため勤務するこ
とが困難な場合

出産の日までの申し出た期間８週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４週間）以内に出産
する予定である女子職員が申し出た場合

出産の日の翌日から８週間を経過する日までの期間職員が出産した場合
その都度必要と認める時間で１日２時間以内職員が生後満１年に達しない子を育てる場合
死亡者により１日から最大１０日忌引の場合
７日を超えない範囲内で必要と認められる期間職員が結婚する場合
出産予定日前１６週間目に当たる日から出産の日後２週間
以内に２日以内職員の妻が出産する場合

１年に５日以内
子が２人以上は１０日以内

小学校就学の始期に達するまでの子の看護のため勤務し
ないことが相当であると認められる場合

（２）休暇

休　暇　期　間　等休暇の種類
１年間について２０日。ただし、２０日を限度に繰り越せる年 次 休 暇
１年以内において、公務、私事による負傷または疾病のために療養する場合で、必要と認
める期間療 養 休 暇

選挙権の行使、結婚、出産等のほか特別の理由により勤務しないことが相当である場合特 別 休 暇
配偶者、父母、子等の親族を負傷、疾病または老齢により、２週間以上にわたり介護する
職員に対し、６月を限度に付与（無給）介 護 休 暇

職員の勤務時間その他の勤務条件の状況（平成23年４月１日現在）
（１）勤務時間
３

休憩時間勤務終了時間勤務開始時間
１２時から１３時まで１７時１５分８時３０分

※　特別の勤務に従事する職員（保育所に勤務する
職員等）については左記とは異なります。

（５）特別職の報酬等の状況

期末手当給料・議員報酬の月額区　　分

６月期　　１．４月分
１２月期　　１．５月分
　計　　　２．９月分

６５６，０００円
給　　料

市　 　 長
５７８，７００円副 市 長
５４０，０００円教 育 長
４１０，０００円

議員報酬
議　 　 長

３７０，０００円副 議 長
３５０，０００円議　 　 員
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（２）介護休暇承認状況　　　新規承認者はいませんでした。

（２）公務災害補償の状況　　　　認定件数　　０件

公平委員会に係る業務の状況
　勤務条件に関する措置の要求及び不利益処分に関する不服申立はありませんでした。
８

�問い合わせ�　総務課　職員グループ　　�５２－１１１１　内線３１５

職員の分限及び懲戒処分の状況
（１）分限処分の状況
４

合計休職免職降任処　分　事　由
００００勤務実績が良くない場合
００００心身の故障の場合
００００職に必要な的確性を欠く場合

００００職制、定数の改廃、予算の減少
により廃職、過員を生じた場合

００００刑事事件に関し起訴された場合
００００合　　　計

（２）懲戒処分の状況

合計免職停職減給戒告処　分　事　由
０００００法令に違反した場合

０００００職務上の義務に違反しま
たは職務を怠った場合

０００００全体の奉仕者たるにふさわ
しくない非行のあった場合

０００００合　　　計

承　　認　　期　　間
取得者数区　分

２年６月超え
２年超え
２年６月以下

１年６月超え
２年以下

１年超え
１年６月以下

６月超え
１年以下

６月以下

０００００００男　性
００１１０３５女　性
００１１０３５計

職員の服務の状況
（１）育児休業承認状況
５

受講者数研 修 名 ま た は 概 要区　　　　分

２新規採用職員新規採用職員課程

階層別研修

１０概ね３１歳から３３歳までの非役付職員吏員第４部
１０係長に昇任した職員新任係長課程
１３課長補佐級に昇任した職員新任課長補佐課程
１５課長級に昇任した職員新任課長課程
５部長級に昇任した職員新任部長課程
７地方自治講座、法制執務講座行政基本

特 別 研 修

２政策形成基礎講座政策研究

１８
自治行政セミナー、モチベーションアップ講座、クレーム対応能力
向上講座、法務マスター研修、メンタルヘルス講座、管理職のため
のメンタルヘルスセミナー

自己開発

９茨城県実務研修、茨城県相互交流研修等派遣研修

職員の研修の状況
　職員に対する主な研修は「自治研修所」、「市単独」で行われているものです。 （単位：人）

６

事　　業　　概　　要事　業　名

組合員とその家族の病気、けが、出産、死亡、休業または災害に対して必要な給付を行う。短期給付事業
組合員の退職、障がいまたは死亡に対して年金または一時金の給付を行う。長期給付事業
健康診断などの健康の保持増進事業、保養施設の運営、住宅資金の貸し付けなどを行う。福 祉 事 業

職員の福祉及び利益の保護の状況
（１）厚生福利
　○茨城県市町村職員共済組合
　　　職員は茨城県市町村職員共済組合の組合員になっていて共済組合には次の事業があります。

７


